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　政府は、脱炭素への取組を強化し必要な財源を確保するという観点から、排出量取引制度や炭
素税といった新たなカーボンプライシング導入の検討を進めている。本稿では、企業による自主
的な排出量取引制度であるGX-ETSの発表を受けて、国内で俄かに関心が高まりつつある「排出
量取引制度」に着目し、その仕組みや国内議論の動向、及び制度導入にあたっての考え方を紹介
する。

1．はじめに

　2022年7月27日、官邸に GX （1）実行会議が設
置され、「成長志向型カーボンプライシング構
想」の具現化に向けた検討が始まった。今後10
年で官民協調により150兆円規模の脱炭素投資
を行うべく、GX経済移行債（仮称）を創設して
20兆円の政府資金を調達し、その償還財源とし
て新たなカーボンプライシングの導入を検討す
るとしている。また、経済産業省が旗振り役と
なり、2023年度からは企業による自主的な排出
量取引制度（GX-ETS）の本格稼働が予定されて
いる。こうした動きを背景に、国内では排出量
取引制度への関心が俄かに高まりつつある。本
稿では、排出量取引制度の仕組みを解説しつつ、
日本におけるカーボンプライシングに関わる議
論の動向や排出量取引制度導入にあたっての考
え方を紹介する。

2．カーボンプライシングとは何か

　カーボンプライシングとは、炭素の排出に価
格付けをし、排出者に排出量に応じた費用負担
を求める政策手法である。炭素価格（炭素1トン
排出当たりの価格）よりも限界削減費用（追加的

に炭素1トンを削減にするのに必要な費用）が低
い削減技術の導入を促す仕組みである。炭素価
格よりも削減費用が低い技術を導入しない場合、
排出量に応じた炭素価格の支払いが必要となり、
技術を導入する場合と比べて損することになる。
　炭素価格を引き上げるとより削減費用の高い
技術が導入されることになり、排出削減の深掘
りがなされる。一方で、現在商用化されていな
い技術などの高コストな対策もあることから、
排出削減目標を達成するには、カーボンプライ
シングのみではなく、補助金など他の支援措置
も併せて行う必要があるとされている （2）。
　カーボンプライシングの主な手法には炭素税
と排出量取引制度がある。両者がどのような点
で異なるのか、図表1にそれぞれの長所・短所
を整理した。炭素税は政府が税率水準を設定す
るため価格の予見可能性が高いことが特徴とさ
れる。一方、排出量取引制度（キャップアンドト
レード）は、政府が対象部門全体の排出上限
（キャップ）を定め、取引可能な排出枠（通常は炭
素1トン排出量相当で設定される）を発行し、企
業が実際の排出量に相当する排出枠を政府に提
出（償却）する仕組みである。このように、政府
が排出量をコントロールすることから、より確
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実な排出削減を導くことができるとされる。
　世界銀行の「Carbon Pricing Dashboard」に
よれば、2022年4月時点において、世界で68の
カーボンプライシング施策が導入されており、
世界全体の温室効果ガス（GHG）排出量の約
23％をカバーしている （3）。このうち、炭素税は
28カ国・8地域で導入されている。排出量取引
制度については、2005年に EU ETS（第4章で
後述）が導入されて以降、全世界に拡大し、38
カ国・31地域で導入されている。
　足元の炭素価格は1トンあたり数ドルから100
ドル超と幅がある。パリ協定の目標達成には
2030年までに50～100ドルの炭素価格が必要と
されているが、現在、50ドル以上の炭素価格で
カバーされる GHG排出量は世界全体の排出量
の4％未満に留まり、価格の大幅な引上げの必
要性が指摘されている （4）。

　以降では、世界の多くの国・地域で導入され、
近年、国内で関心が高まりつつある排出量取引
制度について、制度の仕組みや海外の先行事例、
国内議論の動向について紹介する。

3．排出量取引制度の仕組み

　排出量取引制度とは、政府が対象部門全体の
排出上限（キャップ）を定め、取引可能な排出枠
（通常は炭素1トン排出量相当で設定される）を
発行し、対象企業に対して排出量に応じた排出
枠の償却を求める制度である。制度によっては、
償却の際に、排出枠に加えて、制度対象部門外
の削減量・吸収量に対して発行されるオフセッ
トクレジットの利用を認める場合もある。なお、
多くの場合、キャップは排出量の絶対量で定め
られ、一定の削減率で毎年引き下げられる。こ
れにより確実な排出削減を見通すことができ、
国・地域の削減目標の達成を担保することがで
きる （5）。
　政府は発行した排出枠を、無償又は有償のい
ずれかの方法で企業に提供する。有償割当の場
合、排出枠は政府が主催するオークションを通
じて販売される。無償割当の場合、主に2つの
方法に基づき企業への割当量が設定される。1
つ目は、排出量に一定の削減率を乗じて割当量
を設定するグランドファザリング方式である。
これは、割当量の設定が比較的容易で導入し易
い反面、過去に排出削減を先行して進めた企業

長所 短所
炭素税 ・政府が税率水準を設定するため、価格の

予見可能性が高い
・脱炭素化対策の財源となる政府収入がも
たらされる

・排出削減に不確実性がある
・下流に価格転嫁されなければ削減効果が
弱まる

排出量取引
制度

・政府が排出量のキャップを設定するため、
確実な排出削減が見通せる
・取引を活用することで、制度対象者が柔
軟に義務履行できる
・政府が発行した排出枠を企業に有償で提
供した場合、政府収入がもたらされる

・価格が変動するため企業の投資予見性が
低い
・対象者の決定や排出枠の割当方法等の制
度設計が複雑
・一定の排出量以上の企業等を対象とせざ
るを得ない

図表1　炭素税と排出量取引制度の比較

（資料）みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
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の無償割当量が少なくなり、過去の努力が報わ
れないといった点に課題があるとされる。2つ
目は、業種又は製品ごとのベンチマーク（排出原
単位）に過去の生産量を乗じて割当量を設定す
るベンチマーク方式である。通常はその業界の
トップランナーの水準（EU ETSでは上位10％
の平均値）に設定される。ただし、生産工程別の
排出量データの取得可能性に制約があることか
ら、ベンチマークの設定が難しい点が課題とさ
れる。EU ETSでは、グランドファザリング方
式の無償割当からスタートし、企業の削減イン
センティブを高めるためベンチマーク方式の無
償割当に移行した。さらに今日では無償割当の
比率を縮小（有償割当の比率を拡大）することで、
企業に排出削減を促している。
　排出量取引制度は、本来であれば、家庭・オ
フィス（業務部門）や自動車（運輸部門）などを含
むできるだけ多くの排出源を対象とすることが
望ましいが、排出量の管理が困難なため、一定の
排出量以上の企業（発電部門・産業部門など）に
対象を限定せざるを得ない。一方、後述するEU
が提案する新たな排出量取引制度（ETS2）のよ
うに、業務部門や運輸部門における脱炭素化も
促すべく、家庭・業務用燃料や自動車用燃料を
供給する事業者を対象とすることで、制度全体
のカバー率を高める方策も検討され始めている。

4．�世界で初めて導入された排出量取引
制度であるEU ETSの概要

　本稿では、世界で最初に導入された排出量取
引制度である EU ETSについて紹介する。
　EU ETSは2005年に導入された。現在第4
フェーズ（2021～2030年）を迎え、EU27カ国、
アイスランド、リヒテンシュタイン及び、ノル
ウェーの30カ国が参加している。発電・産業及
び域内航空を対象とし、これらの対象部門全体
で2030年に2005年比排出量43％削減を目指す

としている。鉄鋼やセメントなど特に炭素リー
ケージ（炭素価格がより高い地域からより低い地
域へと企業が転出し、炭素価格がより低い地域
の排出量が増加すること）のリスクが高いと特定
された業種には、EU内のその業種の上位10％
の排出原単位平均値に一定の削減率を乗じた量
に相当する排出枠を無償で割り当てている。ま
た、発電部門は原則有償割当のため、排出量に
相当する排出枠をオークションや市場取引で調
達し、政府に提出する必要がある。これに起因
する電気料金の上昇から炭素リーケージリスク
の高い業種を保護するため、電気料金の上昇分
を補償する支援措置（State Aid）も導入されてい
る。なお、償却義務を怠った企業は、名前が公
表されるほか、不履行分の排出枠の償却に加え
て1トン当たり100ユーロの罰金が科せられる。
　2022年11月現在、EUでは、EU全体の2030
年排出削減目標の引上げ（1990年比55％削減）
を踏まえたEU ETSの改正について検討が行わ
れている。図表2の通り、2021年7月の欧州委員
会の提案（Fit for 55）では、EU ETS対象部門の
2030年排出削減目標の引上げ（従前の2005年比
43％削減→同61％削減）や道路輸送及び建築物
に燃料を供給する事業者を対象とした新たな排
出量取引制度（ETS2）が提案された。加えて、炭
素リーケージ対策として、産業部門への無償割
当に替わり、炭素国境調整措置（CBAM）の導入
も提案された。これは、EUよりも炭素価格が
低い国からのセメント・鉄鋼・アルミニウム・
肥料・電気の輸入に際し、その製品の直接排出
量について、EU ETS相当の炭素価格の負担を
輸入者に求める措置である。なお、制度自体は
2023年1月に開始するが、当初3年間は報告義務
のみで、実際の支払いは2026年1月の予定であ
る。
　EU ETSの排出枠価格の動きについて触れて
おきたい。図表3の通り、2017年頃までは1トン
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当たり5ユーロ前後で推移していたが、第4フェー
ズにおける制度厳格化の合意を受け、2018年以
降の価格は20～30ユーロの水準まで上昇した。
その後も、コロナからのグリーンリカバリーに
よる経済再建に加え、EUの2030年削減目標の
引上げやそれに伴うEU ETS改正の動きが下支

えとなり、2022年2月には排出枠価格が1トン当
たり100ユーロ近くに高騰した。その後、ウク
ライナ情勢を受けたエネルギー価格上昇の対応
のため、排出枠を売却する動きが強まり、価格
は一時57ユーロまで下落したが、直近の排出枠
価格は60～90ユーロ前後で上下している。

現行制度（第4フェーズ） 欧州委員会の改正案
削減水準 ・2030年2005年比43％削減

・年間線形削減率は2.2％
・2030年2005年比61％削減
・年間線形削減率は4.2％

対象部門 ・発電・産業等の固定施設及
び域内航空会社

・2023年から海運部門に段階的に拡大
・道路輸送・建築物部門の燃料供給事業者に対する排出量
取引制度（ETS2）を2025年1月開始
（2026年1月から有償割当、オークション収入の一部を脆
弱な家庭や零細企業支援等に利用）

産業部門
割当方法

・炭素リーケージリスクが高
い場合、無償割当100％
・その他の部門は無償割当
（30％）を2026年以降逓減
し2030年ゼロ

・CBAMの対象部門の無償割当を2026年以降毎年10％ず
つ削減し、2035年ゼロ
・CBAMでは、輸入品の排出量が検証不可の場合、EU内
のその業種の下位10％の排出原単位平均値を適用。また、
輸入国で炭素価格が既に支払われている場合、その負担
分が CBAMから差し引かれる

図表2　EU ETS の現行制度（第4フェーズ）と欧州委員会の改正案の比較

（資料）EU法データベース （6）、欧州委員会資料 （7）よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成

図表3　EU ETS の排出枠価格の推移

（資料）EEXウェブページ （8）よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
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5．日本における排出量取引制度の行方

　現在、日本には、炭素税として、地球温暖化
対策のための税（温対税）が導入されている。既
存の石油石炭税の内税として、石炭・石油・ガ
スに対し、本則税率に上乗せする形で、各燃料
のCO2排出量に応じて289円 /tCO2が課税されて
いる。税収は2,200億円程度であり、再エネ・省
エネなどエネルギー起源 CO2の排出削減対策に
充当されている。また、東京都では2010年4月、
埼玉県では2011年4月から、排出量取引制度が
導入されている。両制度ともに、排出枠はグラ
ンドファザリング方式による無償割当で配分さ
れる。無償割当の排出枠よりも実際の排出量が
上回った場合は、超過削減を達成した企業に対
して発行される排出枠（超過削減量）を相対取引
で購入する仕組みである。なお、東京都の取引
価格（2022年2月時点）は600円程度である （9）。

　このように、日本の温対税の税率は EU ETS
と比べて低く、また、国レベルの排出量取引制
度も導入されていない。こうした中、脱炭素へ
の取組を強化し、必要な財源を確保するという
観点から、政府は新たなカーボンプライシング
導入の検討を進めている。以下では、日本にお
ける最近のカーボンプライシングに関わる議論
の動向について説明するとともに、排出量取引
制度が導入される場合の議論のポイントについ
て解説する。

（1）�経済産業省による自主的排出量取引制度
（GX-ETS）

　経済産業省は、2022年2月に「GXリーグ」の
基本構想を公表した。GXリーグとは、カーボ
ンニュートラルへの移行の取組を積極的に行い、
国際ビジネスにおける競争力の発揮を目指す企
業が集まり、GX実現に必要な市場ルールの形

成や将来のビジネス機会の創出に取り組む場で
ある。2022年4月1日時点では、製造業やサービ
ス業を中心に、日本全体の CO2排出量の約28％
（日本全体の産業・業務・エネルギー転換部門の
排出量全体の約38％）を占める、440社が GX
リーグへの賛同を表明している （10）。
　このGXリーグの柱の1つに位置付けられてい
るのがGX-ETSという自主的な排出量取引制度
である。GX-ETSは、EU ETSなどの規制措置
とは異なり、賛同企業が自主的に掲げた排出削
減目標（日本の2030年2013年度比46％削減目標
を上回る目標）の達成に向けて排出量取引を行
うものである。目標を超過達成した企業にはそ
の差分がクレジット（超過削減枠）として与えら
れる。目標未達の企業は、他社の超過削減枠や
Jクレジット等を主に市場から調達する。現在、
超過削減枠や Jクレジット等を取引するための
カーボンクレジット市場の創設が進められてお
り （11）、9月22日には東京証券取引所で Jクレ
ジットの実証取引が始まった。11月以降、2023
年度のGX-ETSの本格稼働を見据え、超過削減
枠の取引のシミュレーション（実際の取引はな
し）も行われる予定である。なお、このような自
主的な目標に基づいた取組の進捗が芳しくない
場合には、政府が排出量にキャップをかける排
出量取引制度などの規制措置に移行する可能性
も示唆されている （12）。

（2）�政府主導のカーボンプライシングの検討� ﻿
―GX実行会議―

　2022年6月に閣議決定された「経済財政運営
と改革の基本方針2022（骨太の方針）」で言及
された通り、7月に内閣総理大臣を議長とする
GX実行会議が首相官邸に設置された。今後10
年で官民協調により150兆円規模の脱炭素投資
を行うべく、GX経済移行債（仮称）を創設して
20兆円の政府資金を調達し、その償還財源とし
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て期待される成長志向型のカーボンプライシン
グについて検討するとしている。また、環境省
は「令和5年度税制改正要望」 （13）において成長志
向型カーボンプライシング構想について「速や
かに結論を得る」ことを要望しているほか、経
済産業省も GX実行会議の議論を踏まえながら
GXリーグの準備を進めるとしている。年末に
は、会議のとりまとめが行われる予定である。

（3）�日本における排出量取引制度の導入に向け
た議論のポイント

　日本における今後のカーボンプライシング導
入に向けた議論のポイントについて考える。ま
ず、温対税については、化石燃料全般を対象と
し幅広い経済主体に脱炭素化に向けた取組を促
す機能があること、また、脱炭素に向けた投資
財源となり得ることから、今後も引き続き役割
を果たすものと考えられる。いつから、どのよ
うなスピードで税率を引き上げていくのか、あ
るいは、温対税引上げに代わる新たな手段（例え
ば炭素賦課金 （14））を導入するのかが今後の最も
重要なポイントとなる。年末にかけての GX実
行会議や税制改正プロセスなどの政治レベルで
の議論の行方に注目が集まる。
　次に、排出量取引制度については、導入する
場合、温対税との役割分担がポイントとなる。
幅広い経済主体を対象とする温対税に対し、排
出量取引制度では多排出部門の脱炭素化を促す
べく、導入時は発電・産業部門の一定の排出量
以上の企業を対象とすることが考えられる。こ
れらの部門については、二重負担とならないよ
うな制度設計が求められる。今後、2030年の削
減目標達成（2013年比排出量46％削減）を、より
確実にするための手段として検討が本格化する
ものと考えられるが、その場合、GX-ETSのよ
うな企業による自主的な削減目標ではなく、日
本の2030年目標及び2050年ネットゼロ目標に

整合する形で、排出量のキャップや削減水準が
設定されるだろう。企業の負担軽減のため、導
入当初は無償割当を中心としつつも、GXの財
源確保の観点から、最終的には、産業部門につ
いても段階的に有償割当に切り替わることにな
ると考えられる。

6．おわりに

　今後、2050年カーボンニュートラルに向けて、
世界レベルで、カーボンプライシングは一層導
入・強化され、炭素価格も上昇していくと予想
される。日本においても、2030年目標の達成に
向けて、排出量取引制度の導入などの政府の舵
取りに注目しておく必要がある。企業は、今後
予想されるカーボンプライシングの強化に備え、
排出コストや炭素価格上昇による財務への影響
を予め把握しておくとともに、排出削減に向け
た先行的な取組も検討・推進していくことが重
要になってくると考えられる。

注
（1） GX（グリーントランスフォーメーション）とは、産

業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造
をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会シ
ステム全体を変革することを指す。

（2） OECD（2021）「OECD対日経済審査報告書2021
年版」
https://www.oecd.org/economy/surveys/Japan-2021-
OECD-economic-survey-overview-japanese.pdf

（3） 世界銀行ウェブページ「Carbon Pricing Dashboard」
https://carbonpricingdashboard.worldbank.org/
map_data

（4） 世界銀行（2022）「State and Trends of Carbon 
Pricing 2022」
https://openknowledge.worldbank.org/handle/ 
10986/37455

（5） 特に途上国など、将来的に生産量の増加が見込まれ
る国・地域では、経済活動の制限とならないよう業
種又は製品ごとに排出源単位でキャップが課される
場合もある。この場合、当期の生産量が増加すれば
排出量も増加するため、国全体の削減目標に整合し
ないおそれがある。

（6） EU法データベース「DIRECTIVE 2003/87/EC OF 
THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 

https://www.oecd.org/economy/surveys/Japan-2021-OECD-economic-survey-overview-japanese.pdf
https://www.oecd.org/economy/surveys/Japan-2021-OECD-economic-survey-overview-japanese.pdf
https://carbonpricingdashboard.worldbank.org/map_data
https://carbonpricingdashboard.worldbank.org/map_data
https://openknowledge.worldbank.org/handle/10986/37455
https://openknowledge.worldbank.org/handle/10986/37455
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COUNCIL of 13 October 2003 establishing a 
scheme for greenhouse gas emission allowance 
trading within the Community and amending 
Council Directive 96/61/EC」
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/? 
uri=celex%3A32003L0087

（7） 欧州委員会（2021）「Proposal for a DIRECTIVE 
OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 
THE COUNCIL amending Directive 2003/87/EC 
establishing a system for greenhouse gas emission 
allowance trading within the Union, Decision 
(EU) 2015/1814 concerning the establishment 
and operation of a market stability reserve for 
the Union greenhouse gas emission trading 
scheme and Regulation (EU) 2015/757」
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/ 
?uri=CELEX%3A52021PC0551

（8） EEXウェブページ「EU ETS Auctions」
https://www.eex.com/en/market-data/
environmentals/eu-ets-auctions

（9） 東京都（2022）「排出量取引制度取引価格の参考気
配について」
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/
large_scale/trade/index.files/satei2022.pdf

（10） 経済産業省ウェブページ「440社の「GXリーグ賛
同企業」と共に、カーボンニュートラルに向けた社
会変革と新たな市場創造の取組を進めます！」
https://www.meti.go.jp/press/2022/04/20220401001/ 
20220401001.html

（11） GX-league（2022）「来年度から本格稼働するＧＸ
リーグにおける排出量取引の考え方について」
https://gx-league.go.jp/topic/#mtg01

（12） 経済産業省（2022）「GXリーグ基本構想」
https://www.meti.go.jp/policy/energy_ environment/ 
global_warming/GX-league/gxleague_concept.pdf

（13） 環境省（2022）「令和5年度地方税制改正（税負担軽
減措置等）要望事項（税制全体のグリーン化の推進）」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000833583. 
pdf

（14） 2022年10月26日に開催された第3回GX実行会議に
おいて、岸田首相が「成長志向型カーボンプライシ
ングは、炭素に対する賦課金と排出量取引市場の双
方を組み合わせるハイブリッド型とするなど、効果
的な仕組みを検討するなど、効果的な仕組みを検討
する」と発言したことを踏まえたもの
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